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１．事業の概況 

 

当事業年度におけるわが国経済は、前半はエネルギー・原材料価格高の影響などにより 

減速基調で推移していましたが、国際金融市場の混乱が世界的な経済危機をもたらし、輸出

や生産が大幅に減少し企業収益や雇用情勢も厳しさを増すなど、景気は急速に悪化しました。 

情報通信分野においては、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」「ＩＴ新改革戦略」が目指すユビキタス

ネット社会の実現に向け、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展に伴うネット利用の普及と携帯

電話の急速な成長による広がりに加え、通信と放送、固定と移動の融合や、ＳａａＳ（※1）

等ネットを活用した新たなサービスの拡大等、ダイナミックな構造変化が進展してまいりま

した。 

ブロードバンドサービス市場においては、光アクセスサービスの拡大が続き、当事業年度

第１四半期には光アクセスサービスの契約数がＤＳＬサービスの契約数を上回り、また、 

インターネット・ＩＰ電話・映像サービスを一体的に提供するトリプルプレイサービスの 

本格化、パソコン以外の情報機器等を活用した新たなサービスが登場するなど、市場環境が

大きく変化してまいりました。一方、電話市場においても、光アクセスサービスの拡大に  

伴い、既存固定電話から光ＩＰ電話への移行が進み、また、他事業者によるドライカッパ  

回線を利用した直収電話サービスやＣＡＴＶ事業者による電話サービスとの競争が続いて

おります。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客様と長いお付き合いをさせ

ていただく「身近な総合ＩＣＴ（※2）企業」として、安定的なユニバーサルサービス

の提供・維持に努めるとともに、昨年 5 月に日本電信電話株式会社が策定した   

ＮＴＴグループの新たな中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の実現に  

向け、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を活用した光アクセスサービス「フレッツ 光ネクス

ト」のサービス提供地域を拡大するなど、お客様のニーズにあった安心・安全で信頼

性の高い魅力的なブロードバンドサービスの普及・拡大に積極的に努めてまいりま

した。 

①光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ＮＴＴグループ中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の具現化に向け、次世

代ネットワーク（ＮＧＮ）を活用した、信頼性に優れ、帯域確保型アプリケーションも利用

可能な光アクセスサービス「フレッツ 光ネクスト」について、昨年 3 月に、東京・神奈川・
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千葉・埼玉の一部地域でサービス提供を開始し、当事業年度中にサービス提供地域を大幅に

拡大、東日本エリア全 17 都道県の主要市区等において、サービスの利用が可能となりまし

た。今後、更なるサービス提供地域の拡大を図り、平成 21 年度第 2 四半期までに「Ｂフレ

ッツ」提供地域の 90％、平成 21 年度内には「Ｂフレッツ」提供地域の全域に展開いたしま

す。また、「ファミリータイプ」・「マンションタイプ」に加え、大容量データの送受信を可

能にする最大通信速度概ね 1Gbps（※3）の法人向け新メニュー「フレッツ 光ネクスト ビジ

ネスタイプ」を提供開始するなど、サービスを拡充しました。引き続き、広帯域・高品質・

高セキュリティ等の次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の特長を活かした利便性の高い新サービ

スの開発・提供など、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の魅力を更に向上させるサービスライ

ンナップの充実に努め、豊かなコミュニケーション環境の創造や新たなビジネス機会の創出

を目指した取り組みを推進してまいります。 

光アクセスサービス「フレッツ光」（※4）については、より多くのお客様にご利用いただ

けるよう、月額利用料や工事費等の各種割引施策の実施、従来から提供している集合住宅 

向け「光配線方式」（※5）の小規模集合住宅向けメニューの提供開始、「フレッツ光」等を  

利用して簡易かつ安価にプライベートネットワークを構築し高いセキュリティによる通信

が可能となるサービス「フレッツ・ＶＰＮ ワイド」の提供開始などを通じて、販売の拡大

を図ると同時に、地方自治体との連携を通じた積極的な提供地域の拡大に取り組みました。

また、マンション市場においては、管理会社様や不動産会社様とも連携を図り、    

「フレッツ光」が導入されていないマンション等への「光配線方式」の拡充に取り組みまし

た。 

更に、株式会社ケーブルテレビ山形様との地域におけるトリプルプレイサービスの提供に

向けた協業、株式会社ベネッセコーポレーション様とのインターネットを利用した通信講座

「進研ゼミ中学講座＋ｉ（プラスアイ）」（※6）と「フレッツ光」による安心・快適な学習   

環境の提供に向けた協業、株式会社タニタ様とのヘルスケア分野における協業、    

ＴＯＨＯシネマズ株式会社様、角川シネプレックス株式会社様とのデジタルシネマ（※7）の

配信における協業、日本ヒューレット・パッカード株式会社様とのオンラインフォトプリン

トサービスの提供に向けた協業など、幅広い分野の事業者と連携を図りました。また、   

株式会社オプティキャスト様が提供する放送サービスと組み合わせることにより「フレッツ

光」を利用して地上放送・ＢＳ放送の受信が可能となる「フレッツ・テレビ伝送サービス」

の提供開始、パソコンから「ひかり電話」を利用できる「ひかりソフトフォン」の提供開始、

「フレッツ光」による便利で安心・快適な生活を提案する情報機器の「光ＬＩＮＫ（リンク）」

としてのシリーズ化などにより、光アクセスサービスの販売拡大に取り組むとともに、付加
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価値の高いサービスの普及・拡大に努めました。 

お客様サービスの向上に向けた取り組みについては、工事日即決の推進による光アクセス

サービスの開通納期短縮や土休日受付・工事について継続的に取り組むとともに、    

「フレッツ光」の開通工事と同時にパソコン及び家庭用ゲーム機のインターネット接続設定

等を行う「セットアップサービス」、ネットセキュリティ対策サービス「フレッツ・ウイル

スクリア」の利用にあたり必要な専用ソフトのインストールをサポートするサービス  

「フレッツ・ウイルスクリア リモートインストール」を提供開始し、更には「ひかり電話」

及び「ひかり電話オフィスタイプ」からＮＴＴコミュニケーションズ株式会社が提供する 

０５７０で始まる「ナビダイヤル」への接続を開始するなど、光アクセスサービスの利用  

拡大に向け、お客様に安心してご利用いただけるサービスの充実に努めました。 

②ソリューションビジネスの取り組み 

法人ビジネス分野については、自治体・防災・警察・消防・教育・農業・金融・医療等の

分野に対し、業界の特性や動向を踏まえた業界特化型のソリューションを中心に効率的かつ

効果的な営業活動を展開しました。 

特にデータセンタービジネスについては、大規模案件に対応可能なハイスペックなメニュ

ーに加え、より低廉な料金で利用できる「Ｅｐｈｅｌｉｏ（イフェリオ）データセンター  

（※8） スタンダードタイプ」の提供開始など、ラインナップの強化に取り組み、新規需要

の開拓に努めました。 

また、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を活用した法人向けネットワークサービス「ビジネ

スイーサ ワイド」については、従来から提供してきました回線監視機能に加え、お客様の

ＬＡＮ内端末機器の監視も行う「ＬＡＮ/ＷＡＮモニタ」を提供開始しました。 

更には、デジタル・デバイドの解消及び地域のニーズに合わせたブロードバンドサービス

環境の提供に向け、各自治体と連携し、ブロードバンド環境整備に積極的に取り組みました。 

③事業運営体制の状況等 

事業運営体制については、遊休不動産の売却及び空きスペースの貸付の推進に加え、当社

が保有する土地の利活用を推進するためＮＴＴ東日本グループ向けオフィスビルを中心と

したビル賃貸等を行う「株式会社ＮＴＴ東日本プロパティーズ」（※9）を設立し、営業を開

始しました。また、ネットワーク設備の構築・サービス品質管理業務等を一元的に行う  

「広域ネットワークセンタ」を設置しました。更に、１１６センタ等の拠点集約やアウト  

ソーシング化の推進を図るとともに、システム改善等による経費削減を積極的に推進する 

など、一層の経営の効率化による経営基盤の安定・強化を図り、経営環境の変化に即応した

弾力的な事業運営に努めました。 



- 4 - 

④ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続的な発展に寄与

していくことを企業の社会的責任と考え、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日本グループにおける事業

運営の重要な柱の一つとして位置づけ、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月制定）

を基本に、個人情報保護の徹底をはじめとした法令等遵守はもとより、安心・安全な通信  

インフラの提供による信頼の維持・向上に努めました。また、情報通信サービスの提供を  

通じた社会全体の環境負荷低減への貢献、自らの事業活動に伴って消費するエネルギーの 

削減をはじめとした環境活動の推進に取り組みました。更には、ダイバーシティ・マネジメ

ント（※10）により多様な人材の活用及び多様な働き方の推進にも取り組みました。 

これらＣＳＲの取り組みについて、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、 

グループ一体となったＣＳＲ活動を一層推進するために「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ目

標」を設定するなど、ＣＳＲ経営の強化に努めるとともに、「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ

報告書 2008」を発行し、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

このほか、昨年 7 月の北海道洞爺湖サミットでは、全社を挙げて通信インフラを整備し、

電気通信サービスの安定的な提供と通信確保に向けた防備・特別保守に取り組み、円滑な 

サービス提供を行いました。 

また、昨年 6 月に発生した「岩手・宮城内陸地震」では、通信設備及びサービスの早期   

復旧に向け、全社を挙げて取り組みました。具体的には、特設公衆電話の設置や    

「災害用伝言ダイヤル（１７１）」及び「災害用ブロードバンド伝言板（ｗｅｂ１７１）」の

運用により連絡手段の確保を図ったほか、被災による設備故障等で電話がご利用できなかっ

たお客様に対して、その期間の基本料金等を無料とするなど、情報通信事業者として、   

被災者支援の一翼を担いました。 

最後に、一昨年 3 月から同年 11 月にかけて実施した「ひかり電話」の一部のチラ

シ、新聞広告、リーフレット、ダイレクトメールの表示について、取引条件が実際

のものより著しく有利であるとお客様に誤認させるものであるとして、昨年 7 月に

不当景品類及び不当表示防止法第 6 条第 1 項の規定により、公正取引委員会から  

排除命令を受け、お客様にご迷惑をおかけしましたことにつきまして、心より深く

お詫び申し上げます。当社は、お客様にわかりやすい適正な広告物を提供するため、

昨年 6 月より本社に広告物を審査するための組織を設置し、すべての広告物を、  

使用する前に、消費生活アドバイザー等の意見を取り入れながら審査するとともに、

代表取締役をトップとした専門の社内委員会を設置し、広告表示に関する全社的な

基本方針の検討や広告表示の適正な実施状況の点検を行うこととしており、   
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引き続き、これらの取り組みを通じて、お客様にわかりやすい広告表示を行ってま

いります。 

⑤販売状況 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1 兆 9,529 億円（前年同期比 2.5％減）、経常利益は

653 億円（前年同期比 3.1％減）、当期純利益は 775 億円（前年同期比 19.9％減）となりま

した。 

※1：Software as a Service の略。ネットワークを通じてアプリケーションソフトの機能を顧客

の必要に応じて提供する仕組みのこと。 

※2：Information and Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉。 

※3：1Gbps とは技術規格上の最大値。実使用速度は、お客様のご利用環境や回線の混雑状況によ

って低下する場合がある。また、お客様がご利用可能なトラヒックの他に通信を制御するた

めの制御トラヒックが流れており、実際に利用可能な最大通信速度は、1Gbps を若干下回る。 

※4：「フレッツ 光ネクスト」および「Ｂフレッツ」の総称。 

※5：ＮＴＴ東日本収容ビルからマンションの共通部分を経由して、各住戸に直接光   

ファイバーを引き込む「オール光」方式。 

※6：株式会社ベネッセコーポレーション様が提供する平成 20 年度に中学 1 年生向けに開講した

通信講座。Web ならではの音声・動画の解説や双方向性を活かした指導を通じて生徒の学力 

向上と高校合格を支援。 

※7：従来のフィルムによる映画素材の配給をデジタルデータに置き換えたもの。 

※8：「Ｅｐｈｅｌｉｏデータセンター」は、ＮＴＴ東日本が提供するデータセンターサービスで、

お客様の業務システムの設計～構築～保守・運用をトータルで提供するフルアウトソーシン

グサービスの総称。 

※9：株式会社ＮＴＴ東日本プロパティーズ 

  （本社：東京都新宿区、会社設立：平成 20 年 6月 2日） 

※10：多様な人材を活かす経営戦略。 

 



(単位　百万円)

資産の部

固定資産

電気通信事業固定資産

有形固定資産

機械設備 ４８１，９６６ ５２５，３６３ ４３，３９７

空中線設備 ６，８６９ ６，５０７ △ ３６２

端末設備 ８３，１６９ ９０，０４１ ６，８７２

市内線路設備 ７５２，０６６ ７７４，１７１ ２２，１０４

市外線路設備 ７，２１０ ５，８６３ △ １，３４６

土木設備 ６７３，７３４ ６４５，２７８ △ ２８，４５６

海底線設備 １，０３２ ２，１１７ １，０８４

建物 ５４０，２８６ ５１３，７１５ △ ２６，５７１

構築物 １５，１３２ １４，３８５ △ ７４７

機械及び装置 ２，６７４ ２，８９０ ２１５

車両及び船舶 ２１０ １７２ △ ３８

工具、器具及び備品 ４１，２０４ ３９，８１４ △ １，３８９

土地 １９８，５４９ １９５，０４９ △ ３，４９９

リース資産 ４６０ ３，８９４ ３，４３４

建設仮勘定 ３５，７５９ ２７，２４３ △ ８，５１６

有形固定資産合計 ２，８４０，３２７ ２，８４６，５０８ ６，１８０

無形固定資産 １０３，９４５ ９９，６２９ △ ４，３１５

電気通信事業固定資産合計 ２，９４４，２７２ ２，９４６，１３７ １，８６４

投資その他の資産

投資有価証券 ８，７３３ ７，５８４ △ １，１４９

関係会社株式 ４３，７６９ ４８，４８６ ４，７１７

その他の関係会社投資 ２，７２９ ５，５９４ ２，８６５

出資金 － ２ ２

関係会社長期貸付金 ８００ ７００ △ １００

長期前払費用 ３，９７４ ３，９１０ △ ６４

繰延税金資産 ２２５，０８６ ２０７，３７７ △ １７，７０９

その他の投資及びその他の資産 １３，４９６ １１，７４４ △ １，７５１

貸倒引当金 △ ２，４２８ △ １，６１９ ８０９

投資その他の資産合計 ２９６，１６２ ２８３，７８２ △ １２，３７９

固定資産合計 ３，２４０，４３５ ３，２２９，９２０ △ １０，５１５

流動資産

現金及び預金 １３２，９４７ １３０，０２３ △ ２，９２４

受取手形 ２６ ５ △ ２１

売掛金 ３０５，４７６ ２９６，６２４ △ ８，８５１

未収入金 １０，１４７ ７，４８９ △ ２，６５７

貯蔵品 ３５，４９７ ３７，４１４ １，９１６

前渡金 ３，８３７ ２，３６６ △ １，４７１

前払費用 ６，１９８ ７，０８５ ８８６

繰延税金資産 ６，９５２ ７，３３０ ３７８

その他の流動資産 １３，４９５ １４，５６４ １，０６８

貸倒引当金 △ ２，３１５ △ ２，３６０ △ ４４

流動資産合計 ５１２，２６４ ５００，５４３ △ １１，７２１

資産合計 ３，７５２，７００ ３，７３０，４６３ △ ２２，２３７

２．比較貸借対照表

（平成20年３月31日） （平成21年３月31日）
科 目

第 ９ 期 第 10 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

固定負債

関係会社長期借入金 ６０５，１４８ ６４９，３３８ ４４，１９０

リース債務 １，１１６ ３，５４７ ２，４３１

退職給付引当金 ３１８，９３７ ２８５，４６９ △ ３３，４６８

未使用テレホンカード引当金 １２，０１３ １３，０２８ １，０１５

その他の固定負債 ７，９７９ ８，３６１ ３８１

固定負債合計 ９４５，１９４ ９５９，７４５ １４，５５１

流動負債

１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １６２，４１９ １０５，８０９ △ ５６，６１０

買掛金 １１３，７９６ ８２，５０９ △ ３１，２８７

コマーシャル・ペーパー ２０，０００ ５９，９９２ ３９，９９２

短期借入金 ９３，０００ ６５，０００ △ ２８，０００

リース債務 ４８３ １，６７６ １，１９３

未払金 ２５４，９４５ ２４２，６２６ △ １２，３１８

未払費用 １８，０９０ １８，１１６ ２５

未払法人税等 ８４６ ２，２５３ １，４０６

前受金 ７，２７０ ７，１４６ △ １２４

預り金 ７３，６０９ ７７，８４９ ４，２４０

前受収益 ４６ ７６８ ７２２

受注工事損失引当金 ３４１ － △ ３４１

その他の流動負債 １２，００５ １２，８３３ ８２８

流動負債合計 ７５６，８５５ ６７６，５８２ △ ８０，２７２

負債合計 １，７０２，０４９ １，６３６，３２７ △ ６５，７２１

純資産の部

株主資本

資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

資本剰余金

資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

利益剰余金

その他利益剰余金 ２１５，４０３ ２５９，４５６ ４４，０５２

繰越利益剰余金 ２１５，４０３ ２５９，４５６ ４４，０５２

利益剰余金合計 ２１５，４０３ ２５９，４５６ ４４，０５２

株主資本合計 ２，０５０，１３０ ２，０９４，１８２ ４４，０５２

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 ５２０ △ ４７ △ ５６７

評価・換算差額等合計 ５２０ △ ４７ △ ５６７

純資産合計 ２，０５０，６５０ ２，０９４，１３５ ４３，４８４

負債・純資産合計 ３，７５２，７００ ３，７３０，４６３ △ ２２，２３７

科 目
（平成20年３月31日） （平成21年３月31日）

第 ９ 期 第 10 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

電気通信事業営業損益

営業収益 １，８６８，９２５ １，８２５，７９０ △ ４３，１３４

営業費用

営業費 ５１１，４３０ ４９３，１９９ △ １８，２３１

運用費 １５，６２４ １４，４２６ △ １，１９８

施設保全費 ４７０，５８９ ４５５，６４７ △ １４，９４１

共通費 ９５，８４５ ９５，８６３ １８

管理費 １０９，７７８ １１２，５９５ ２，８１６

試験研究費 ５４，９５９ ５３，８４９ △ １，１１０

減価償却費 ４１８，１６８ ４１１，９３３ △ ６，２３４

固定資産除却費 ３７，１２０ ３９，６２２ ２，５０２

通信設備使用料 ３８，３６３ ３７，５３４ △ ８２９

租税公課 ７５，３９９ ７４，５８０ △ ８１９

営業費用合計 １，８２７，２８０ １，７８９，２５０ △ ３８，０２９

電気通信事業営業利益 ４１，６４４ ３６，５４０ △ ５，１０４

附帯事業営業損益

営業収益 １３３，８３４ １２７，２０１ △ ６，６３３

営業費用 １３０，４８７ １２７，０４３ △ ３，４４３

附帯事業営業利益 ３，３４７ １５７ △ ３，１９０

営業利益 ４４，９９２ ３６，６９７ △ ８，２９５

営業外収益

受取利息 ５５ ２６ △ ２９

受取配当金 ３，９３８ １２，２２９ ８，２９０

物件貸付料 ５６，１３１ ５２，７７４ △ ３，３５６

雑収入 ６，０７１ ４，２２７ △ １，８４３

営業外収益合計 ６６，１９６ ６９，２５７ ３，０６０

営業外費用

支払利息 １３，５７５ １２，３７５ △ １，２００

物件貸付費用 ２３，３２９ ２３，５８０ ２５０

雑支出 ６，８２４ ４，６１５ △ ２，２０８

営業外費用合計 ４３，７３０ ４０，５７１ △ ３，１５８

経常利益 ６７，４５９ ６５，３８３ △ ２，０７６

特別利益

固定資産売却益 ５３，７２２ ５７，５９５ ３，８７３

厚生年金基金代行返上益 １２４，８２５ － △ １２４，８２５

特別利益合計 １７８，５４８ ５７，５９５ △ １２０，９５２

特別損失

固定資産臨時償却費 ６３，３４１ － △ ６３，３４１

１３，８７４ － △ １３，８７４

１，０９０ － △ １，０９０

７８，３０７ － △ ７８，３０７

税引前当期純利益 １６７，６９９ １２２，９７８ △ ４４，７２１

法人税、住民税及び事業税 １３，７８１ ２７，７０７ １３，９２６

法人税等調整額 ５７，０３９ １７，７１８ △ ３９，３２１

当期純利益 ９６，８７９ ７７，５５２ △ １９，３２６

特別損失合計

未使用テレホンカード引当金繰入額

リース会計基準の適用に伴う影響額

平成19年４月１日から 平成20年４月１日から

３．比較損益計算書

科 目

第 ９ 期 第 10 期

増 減 （ △ ）
平成20年３月31日まで 平成21年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 152,024 152,024 1,986,751 1,812 1,812 1,988,563

当期変動額

剰余金の配当 △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500

当期純利益 96,879 96,879 96,879 96,879

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 1,292 △ 1,292 △ 1,292

当期変動額合計 - - - 63,379 63,379 63,379 △ 1,292 △ 1,292 62,086

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 215,403 215,403 2,050,130 520 520 2,050,650

当事業年度  （自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 215,403 215,403 2,050,130 520 520 2,050,650

当期変動額          

剰余金の配当    △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益    77,552 77,552 77,552   77,552

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 567 △ 567 △ 567

当期変動額合計 - - - 44,052 44,052 44,052 △ 567 △ 567 43,484

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 259,456 259,456 2,094,182 △ 47 △ 47 2,094,135

４．株主資本等変動計算書

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

利益剰余金
純資産
合計

評価・換算差額等

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

その他利益
剰余金

資本剰余金

繰越利益
剰余金

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計
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(単位　百万円)

音声伝送収入(ＩＰ系除く) １，０３１，９７０ ９１１，２６４ △ １２０，７０５ △ １１．７

(再) 基本料 ６７８，４３１ ６１９，８２１ △ ５８，６１０ △ ８．６

(再) 通話料 １２３，５５３ １００，８０１ △ ２２，７５２ △ １８．４

(再) 相互接続通話料 １４４，９７０ １１８，０７８ △ ２６，８９２ △ １８．６

ＩＰ系収入 ４６２，６９３ ５６３，９０８ １０１，２１５ ２１．９

専用収入(ＩＰ系除く) １８０，８０９ １６９，３９２ △ １１，４１７ △ ６．３

電報収入 ２４，２１０ ２２，２１６ △ １，９９４ △ ８．２

その他の電気通信事業収入 １６９，２４０ １５９，００８ △ １０，２３２ △ ６．０

電気通信事業営業収益合計 １，８６８，９２５ １，８２５，７９０ △ ４３，１３４ △ ２．３

附帯事業営業収益合計 １３３，８３４ １２７，２０１ △ ６，６３３ △ ５．０

営業収益合計 ２，００２，７６０ １，９５２，９９１ △ ４９，７６８ △ ２．５

５．営業実績

第 ９ 期

平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで 平成21年３月31日まで

科 目

第 10 期
増　減　額
（△）平成20年４月１日から

増　減　率
（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 １６７，６９９ １２２，９７８ △ ４４，７２１

減価償却費 ４３２，０８７ ４２５，６３４ △ ６，４５２

固定資産除却損 １９，９５０ ２０，９８９ １，０３９

固定資産売却益 △ ５３，７２２ △ ５７，５９５ △ ３，８７３

厚生年金基金代行返上益 △ １２４，８２５ － １２４，８２５

固定資産臨時償却費 ６３，３４１ － △ ６３，３４１

リース会計基準の適用に伴う影響額 １，０９０ － △ １，０９０

退職給付引当金の増加又は減少(△)額 △ ５５，４６９ △ ３３，４６８ ２２，００１

売上債権の増加(△)又は減少額 ６３，４５５ １１，５３１ △ ５１，９２４

たな卸資産の増加(△)又は減少額 △ ２８０ △ １，９１６ △ １，６３６

仕入債務の増加又は減少(△)額 △ ４９，３４３ △ ４４，８５５ ４，４８７

未払消費税等の増加又は減少(△)額 △ １，６５５ １７４ １，８２９

その他 ４０，３１３ １７，９４８ △ ２２，３６５

小計 ５０２，６４３ ４６１，４２１ △ ４１，２２１

利息及び配当金の受取額 ３，９９５ １２，２５５ ８，２５９

利息の支払額 △ １４，７０１ △ １２，５２３ ２，１７７

法人税等の受取又は支払(△)額 １０，６６４ △ １５，４０１ △ ２６，０６５

営業活動によるキャッシュ・フロー ５０２，６０１ ４４５，７５２ △ ５６，８４９

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ ４５１，７０１ △ ４７８，３５６ △ ２６，６５４

固定資産の売却による収入 ５９，８５３ ７４，７０１ １４，８４８

投資有価証券等の取得による支出 △ ５，０１１ △ １１，９５４ △ ６，９４２

投資有価証券等の売却による収入 ３，１５４ ５２６ △ ２，６２８

その他 ２，５４６ １，８１６ △ ７３０

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３９１，１５９ △ ４１３，２６６ △ ２２，１０７

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入による収入 １９０，０００ １５０，０００ △ ４０，０００

長期借入金の返済による支出 △ ２００，２１７ △ １６２，４１９ ３７，７９８

短期借入による増減(△)額 △ ５０，０００ １１，９９２ ６１，９９２

リース債務の返済による支出 △ ３８０ △ ７９０ △ ４１０

配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３３，５００ －

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ９４，０９７ △ ３４，７１７ ５９，３８０

１７，３４３ △ ２，２３２ △ １９，５７６

現金及び現金同等物の期首残高 １１７，５５９ １３４，９０３ １７，３４３

１３４，９０３ １３２，６７１ △ ２，２３２

６．比較キャッシュ・フロー計算書

増 減 （ △ ）科 目

現金及び現金同等物の期末残高

第 ９ 期 第 10 期

平成19年４月１日から 平成20年４月１日から
平成20年３月31日まで 平成21年３月31日まで

現金及び現金同等物の増加又は減少(△)額
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７．役 員 の 異 動 

 

 

（１） 新任取締役候補 

 

前 田  幸 一 （ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱  常務取締役 ﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ事業本部副事業本部長） 

 

（２） 退任予定取締役 

 

代表取締役副社長      古 賀  哲 夫 （ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 入社予定） 

 

（３） 代表取締役予定者 

 

代表取締役副社長予定者   前 田  幸 一 

 

 

（注）１．新任取締役候補の前田幸一氏は、平成 21 年 6 月 24 日をもって当社取締役に就任し、同日付で

当社代表取締役副社長とする予定です。 

２．代表取締役副社長の古賀哲夫氏は、平成 21 年 6 月 24 日に辞任の予定です。 

３．役員の異動は、内容が定まったものについて記載しております。この他の異動については、内

容が定まった時点で発表いたします。 

 

以  上 
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